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 （参考）手続きの流れと全体のスケジュール 

１ 手続きの流れ 

 指定管理者の公募 

    ↓ 

 指定管理予定者の選定 

    ↓ 

 仮協定の締結 

    ↓ 

 市議会の議決 

    ↓ 

 指定管理者の指定 

    ↓ 

 基本協定の締結 

    ↓ 

 業務の研修実施、引継ぎ、業務執行体制の整備 

   ↓ 

 業務の実施 

 

２ 全体スケジュール（令和７年）（※申請状況等により一部変更することがあります。） 

募集要項等の配布    ４月３日（木）～５月30日（金） 

申請に関する説明会         ４月16日（水）、17日（木） 

空家見学会     ４月21日（月）、22日（火） 

センター見学会              ４月21日（月）、22日（火） 

質問期間                  ４月17日（木）～４月25日（金） 

質問に対する回答（ホームページで公開）      ５月23日（金） 

申請書受付期間                  ６月２日（月）～６月13日（金） 

事業計画の審査にかかる申請者ヒアリング  ７月下旬（予定） 

指定管理予定者の選定            ７月下旬（予定） 

仮協定の締結                 ８月下旬（予定） 

指定管理者の議会議決          ９月下旬（予定） 

指定管理者指定関係の告示          10月中旬（予定） 

協定の締結               10月中旬（予定） 

研修・引継ぎ等    11月上旬（予定）～令和８年３月末（予定） 

指定管理者業務開始    令和８年４月１日（水） 
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大阪市営住宅 指定管理者募集要項 

 

１ 指定管理者選定の目的 

市営住宅は、セーフティネットとして強い公的性格を有し、入居者が日常的に生活する場所で

あることから、その維持管理については停滞することが許されません。また、住宅管理者は、入居

者に公平・公正で安定的・継続的かつ迅速なサービスを提供し、入居者のプライバシー等を含

む個人情報が守られ、入居者が安心して暮らすことができるよう努めなければなりません。 

現在、大阪市における市営住宅については、令和３年度から導入した指定管理者制度に基

づき、公募により選定された指定管理者において管理運営を行っており、市内３か所（梅田、阿

倍野、平野）に設置した、各「住宅管理センター」において、入居者の異動手続きや補修の受付・

各種相談等の窓口を開設し実施しています。また、それぞれの住宅管理センターには、市営住

宅監理員を兼務する市職員を配置し、申請等手続きの受付から承認・決定までをセンター内で

正確かつ迅速に完結できるワンストップサービスを提供しているところです。 

さらに、大阪市住まい情報センター内においては、市域全体を対象とした市営住宅の募集業

務や、計画改修業務の一部を指定管理者において実施しております。 

今般、これらの業務に関し、第２期目（令和８年度～令和 12 年度）となる指定管理者の募集を

行うものであり、民間事業者からの、より一層の市営住宅管理業務の効率化や、入居者サービス

向上策等の提案を求めます。 

指定管理者には、個々の指定管理業務について、各種法令等の遵守はもとより、今までの賃

貸住宅の経営能力、経験を活かし、自己の責任において主体的に遂行していただくとともに、入

居者の高齢化や自治会等地域コミュニティの活力低下、迷惑行為の複雑化等の大阪市における

市営住宅の現状や課題を十分に認識し、各住宅管理センターに配置される職員をはじめ大阪市

職員との連携を密にして、ハード・ソフトの両面において、入居者の安全で安心な居住を確保で

きる取り組みの実践を求めます。 

また、人権の尊重を基本とし、入居者の視点にも立ち、特に生活弱者となりがちな高齢者や

障がい者等入居者の立場を十分に理解し、入居者や自治会等に寄り添うことのできるサービスの

提案を期待します。 

 

２ 管理対象施設の概要 

大阪市の市営住宅（附帯施設を含む）、共同施設 （集会所、児童遊園、広場及び緑地、管理

事務所、駐車場、建替余剰地等）（以下「市営住宅等」という。）を、現在各地区において開設して

いる住宅管理センター（大阪市が使用する部分を除く。）において管理する業務について、指定管

理者を公募します。なお、複数地区への応募も可能です。 

また、【A 地区】の指定管理者には、上記業務に加え、大阪市内全域(【A・B・C 地区】)にかかる

「入居者の募集に関する補助業務（以下「入居者募集業務」という。）」の一部及び「社会資本整備

総合交付金等を活用した計画改修業務（以下「計画改修業務」という。）」の一部について、市営住
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宅募集センター(住まい情報センタービル５階の一部）を管理拠点として実施していただきます。 

なお、住宅管理センター及び市営住宅募集センター（以下「センター」という。）以外に事務スペ

ース・会議室・作業スペース、倉庫等が必要な場合は、大阪市と指定管理者とが協議して、指定管

理者が自らの費用負担で別途用意することも可能です。 

 

 

公募単位 管轄行政区 団地数 
市営住宅 

管理戸数 

 
駐車場 

区画数 
センター うち店舗等 

管理戸数 

 

A地区 

北・都島・福島・此

花・中央・西・港・

西淀川・淀川・東

淀川・東成・旭・城

東・鶴見 

243 52,576 33 15,603 

梅田住宅管理センター 

（大阪市北区梅田１-２-２-

700 大阪駅前第2ビル7

階） 

入居者

募集業

務の一

部 

 

計画改

修業務

の一部 

市内全域 481 111,819 111 33,620 

市営住宅募集センター 

(大阪市北区天神橋6-4-

20 住まい情報センター５

階)  

 

 B地区 

大正・天王寺・浪

速・生野・阿倍野・

住之江・住吉・東

住吉・西成 

186 34,678 77 10,376 

阿倍野住宅管理センター 

(大阪市阿倍野区旭町１-

２-７-500 あべのメディッ

クス5階) 

 C地区 平野 52 24,565 1 7,641 

平野住宅管理センター 

(大阪市平野区喜連東4-

4-35) 
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※1 団地数、市営住宅管理戸数、駐車場区画数、店舗等管理戸数は、いずれも令和７年１月末

日現在です。詳細は【別紙１】をご参照ください。なお、指定期間内に新たに管理が開始され

る市営住宅や建替事業中の市営住宅等も対象となり、また、除却の実施等により対象外とな

るなど、管理対象の団地数、管理戸数及び補修等の対象となる建替余剰地等が増減します。 

※2 団地数には、建替事業に向けた用途廃止予定等により現に空家となっており閉鎖されている

市営住宅等を含みます。 

※3 店舗等とは、店舗（店舗付き住宅を含む）、作業所、物置を指します。 

※4 福島区・西区には市営住宅等はありません。 

※5 同一建物に市営住宅部分の他に保育所や福祉施設等が併存している施設の共用部分につ

いても指定管理者に一部管理業務を実施していただきます。 

※6 センター及び倉庫等の維持管理業務も対象とします。なお、市営住宅募集センターでは複数

の事業者が業務を行っているため、市営住宅募集センターの維持管理業務は必要に応じて

他の事業者や建物管理者と連携して実施することとします。 

※７ まちづくり事業地区内道路【別紙１】は、市営住宅の通路として日常的に使用しているため市

営住宅の共同施設として含みます。 

※8 阿倍野住宅管理センターは指定期間内に「あべのメディックス」内の別のフロアへ移転する場

合があります。移転にかかる費用負担（原則大阪市負担）及びその他必要な事項については

大阪市と協議の上決定するものとします。 

 

３ 施設の管理 

（１）管理方針・基準 

① 市営住宅等の役割 

市営住宅等には下表の通り、公営住宅、改良住宅、再開発住宅、特定賃貸住宅、特別賃

貸住宅があり、根拠となる法律等に基づき、様々な制限や義務が定められています。また、国

又は大阪市の施策により管理の方法が変更となることがあります。 

公営住宅 

公営住宅法及び市営住宅条例等に基づき、健康で文化的な生活を営むに

足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家

賃で賃貸し、市民生活の向上と社会福祉の増進に寄与することを目的とし

ています。 

改良住宅 

住宅地区改良事業の実施に伴い住宅を失う従前居住者用に供給する住宅

であり、事業終了等により事業対象者の入居予定がない場合は空家を公営

住宅に準じた扱いにより低額所得者向け住宅として活用します。 

再開発住宅 

再開発事業の実施、住環境整備事業等により住宅を失う従前居住者用に

供給する住宅であり、事業終了等により事業対象者の入居予定がない場合

は空家を中堅所得者向け住宅として活用します。 
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② 管理目標 

市営住宅等の管理においては、住宅に困窮する低額所得者等の居住の安定確保に的確

に対応できるよう、安定的・継続的かつ公平・公正で迅速なサービスを効率的に提供すること

や、管理対象施設となる市営住宅等は入居者が日常生活を送る住居であることに十分配慮し、

入居者のプライバシーを含む個人情報の保護には注意するとともに、様々な障がいのある人

の状況を理解し、人権が守られ、安心して暮らし続けられる管理に努めてください。 

入居者、センター利用者への丁寧でわかりやすい説明に努めてください。また、市営住宅

入居者・附帯駐車場使用者に対する公平性を確保するため、家賃・附帯駐車場使用料の収

納確保を図り、迅速な滞納解消に努めてください。 

数値目標 ※数値目標の達成率は、大阪市が毎年度行う総合評価の対象となります。 

        ・ 入居者及びセンター利用者の満足度：80％以上 

        ・ 家賃、附帯駐車場使用料の滞納整理業務において、次の項目の割合※を基準以

下とすること 

         （家賃） 

▻ 催告書発送件数の割合：2.2％以下 

▻ 大阪市への法的措置対象者引継件数の割合：0.26％以下 

（附帯駐車場使用料） 

▻ 催告書発送件数の割合：0.9％以下 

▻ 大阪市への法的措置対象者引継件数の割合：0.26％以下 

※ 収納率の向上に向けた、指定管理者の取組である初期滞納者への対応を評価

する指標として、家賃は全入居戸数、附帯駐車場は全契約者数をそれぞれ分

母とし、実績を参考として設定したそれぞれの件数の割合。 

 

（２）指定管理者の業務の範囲 

指定管理者が行う業務（以下「当該業務」という。）の範囲は、下記の①～⑦の市営住宅等の

管理に関する業務とし、業務の範囲及び業務水準の概要については、別添「大阪市営住宅管

理業務 仕様書」、「大阪市営住宅管理業務 業務仕様書」及び「大阪市営住宅管理業務 別添

業務仕様書（施設管理編）」（以下「仕様書等」という。）で定めるとおりとします。 

大阪市は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、当該業務や経理の状況に関し

報告を求め、実地調査し、必要な指示をすることがあります。 

① 入居者の募集に関する業務（【A地区】と【B・C地区】では業務に違いがあります。） 

② 入退去等の手続に関する業務 

③ 居住の上での各種手続き及び入居者への指導、連絡等に関する業務 

特定賃貸住宅 

特別賃貸住宅 

地域特別賃貸住宅制度要綱及び特定優良賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律等に基づき、中堅所得者向けに供給する住宅です。 
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④ 家賃・附帯駐車場使用料等の収納に関する業務 

⑤ 施設管理に関する業務（計画改修業務については【A地区】と【B・C地区】では業務に違

いがあります。） 

⑥ 敷地管理に関する業務 

⑦ 上記①～⑥に付随する業務及びその他関連して市営住宅等の管理に必要とされる業務

（【A地区】と【B・C地区】では業務に違いがあります。） 

なお、④の家賃・附帯駐車場使用料等の収納に関する業務を行うにあたっては、地方自

治法第243条の２第１項及び地方自治法施行令第173条の規定に基づき、指定公金事務取

扱者の指定を受けた上で、委託契約を締結します。また、地方自治法第243条の２第８項

に基づき大阪市が検査を行います。 

 

 （３）点検（モニタリング）・報告 

指定管理者には、利用者の意見、要望等を把握し当該業務に反映させるため、利用者から

意見聴取（利用者からの評価等による）するとともに、大阪市と指定管理者が協議して定める項

目について自己点検を行っていただきます。 

意見聴取及び自己点検の結果は定期的に集約し、大阪市に報告していただきます。また、

大阪市と指定管理者は、当該業務を実施するにあたり、前述の利用者からの意見聴取の方法

や点検項目を定め、管理上の問題点、課題等の解決を行うため、協議し調整を行います。大阪

市は、前述の利用者からの意見聴取や自己点検の結果に基づき、必要な指示をすることがあり

ます。さらに、大阪市が直接、入居者等に対して、指定管理者の業務対応や接客状況につい

てアンケート等を実施することがあります。 

 

（４）業務の第三者への委託 

 ①  当該業務の全部を一括して第三者に委託してはなりません。また、総合的企画、業務遂行

管理、業務の手法の決定及び技術的判断等については、これを第三者に委託してはなりま

せん。当該業務の一部を他に委託する場合は、大阪市の指定する書面による承諾が必要と

なります。 

なお、第三者に委託した場合は、委託の相手先、委託の内容、委託の金額等について公

表を行います。 

 

②  当該業務の一部を第三者委託及び再々委託（以下「第三者委託等」という。）する場合は、

書面により第三者委託等の相手方との契約関係を明確にしておくとともに、第三者委託等の

相手方に対する適切な指導、管理を行ったうえで業務を実施しなければなりません。なお、

大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号）第２条第２号に規定する暴力団

員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当する相手方と第三者委託等の契約

を締結してはなりません。また、第三者委託等の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置

要綱に基づく参加停止期間中の者、または大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく
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入札等除外措置を受けている者であってはなりません。 

 

（５）業務責任者及び業務従事者 

指定管理者は、当該業務の管理に必要な知識、技能及び経験を有する業務責任者（別途

締結する協定等の履行にあたって、個人情報及び当該業務に係るすべてのデータ（以下「個

人情報等」という。）及び特定個人情報を取り扱う者を含む）を定め、その氏名その他必要な事

項を大阪市に通知していただきます。業務責任者を変更したときも、同様に大阪市に通知して

いただきます。また、業務責任者の下で作業を行う業務従事者についても同様に通知していた

だきます。 

なお、業務責任者は、当該業務の履行に関し、管理及び統轄を行うほか、前述の通知、地

方自治法第 244 条の２第７項に定める事業報告、同法同条第 10 項に定める報告、別途締結

する協定書において定める大阪市への報告、業務代行料の請求、精算及び受領並びにこの

指定の辞退に係る権限を除き、「18 協定の締結」に定める協定に基づく指定管理者の一切の

権限を行使することができるものとします。 

 

（６）窓口の開設及び住宅管理センターにおける大阪市職員の配置について 

① 住宅管理センター（「２ 管理対象施設の概要」参照）において、入居者等の相談・手続き等

を受け付ける窓口を開設していただきます。また、住宅管理センターには若干名の大阪市職

員を配置し、市権限業務の行使や指定管理者の業務に対する監督・指導等を行います。 

窓口の開設時間は平日（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び

年末年始（12月 29 日から１月３日）を除く日）午前９時から午後５時 30分とします。ただし、窓

口の開設時間延長及び平日以外の窓口の開設について、事業計画書により提案することも

可能です。また、住宅管理センターに配置する大阪市職員の業務履行時間は、窓口の開設

時間に関わらず大阪市「職員の勤務時間等に関する規則」によるものとします。 

なお、窓口の開設時間外においても、災害・事故・事件等の処理及び緊急修繕等への対

応について、24時間対応できる体制を構築してください。 

指定管理者において、執務スペースの改修等が必要な場合は、大阪市と事前協議の上で

指定管理者の負担で行うことができます。なお、指定期間終了後は原状回復義務を指定管

理者が負うこととします。 

 

②  【A 地区のみ】市営住宅募集センター（「２ 管理対象施設の概要」参照）において、市営住

宅の入居者募集に係る業務の窓口を開設していただきます。 

窓口の開設時間は平日（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び

年末年始（12月 29 日から１月３日）を除く日）午前９時から午後５時 30分とします。ただし、窓

口の開設時間延長及び平日以外の窓口の開設について、事業計画書により提案することも

可能です。 

なお、市営住宅募集センターは執務スペースが拡張されるため、大阪市と事前協議のうえ、
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業務開始までに簡易なレイアウト変更や機械警備等のセキュリティ対策を指定管理者の負担

で実施してください。（「参考資料」参照） 

また、業務開始以降、指定管理期間中に更なる執務スペースの改修等が必要な場合は、

大阪市と事前協議の上で指定管理者の負担で行うことができますが、その場合、指定期間終

了後は原状回復義務を指定管理者が負うこととします。 

 

（７）管理経費 

① 業務代行料の内訳等 

９ページに参考価格として示す業務代行料(税込)は、人件費、事務費、事業費からなり、本

募集要項及び仕様書等において参考価格に含まない、もしくは指定管理者の負担としている

ものを除き、指定管理者が行う管理業務に要するすべての費用を含みます。 

ただし、「イ 事業費 《参考価格・提案価格に含まない事業費》」として示した事業費は、年

度ごとに精算の対象とします。 

参考価格及び各参考単価をそれぞれ超えない範囲で、当該業務に必要な経費について

提案してください。（参考価格・提案価格に含まない事業費は除く） 

提案価格に含む業務代行料の内訳については、提出書類「収支計画書（様式第９号及び

様式第９号別紙）」に記載して提案するものとし、様式に従い項目ごとの詳細を示して下さい。 

なお、提案価格が参考価格以上である場合、又は、提案単価が各々相当する参考単価以

上である場合は失格とします。 

 

ア 人件費及び事務費 

人件費は、管理職、管理事務・総務事務に従事する職員への給料等に要する経費で

あり、事務費は、事務所関係経費、各種リース費用、消耗品の購入等に要する経費です。 

「３（２）指定管理者の業務の範囲」の業務（「イ 事業費」の《参考価格・提案価格に含ま

ない事業費》として分類した業務を含む）にかかる全ての人件費及び事務費を参考価格・

提案価格に含みます。 

  センターは無償貸与とし、大阪市職員の配置に係る経費、【A 地区】及び【B 地区】の住

宅管理センターの管理費、全地区の各住宅管理センターの光熱水費、【A地区】の市営住

宅募集センターの光熱水費・管理費は大阪市が負担します。 

ただし、センター関係経費（通信費・清掃費・消耗品費等、大阪市で負担しない運営経

費の全て）は参考価格・提案価格に含みます。 

また、市営住宅募集センターは執務スペースが拡張されるため、大阪市と事前協議のう

え、業務開始までに簡易なレイアウト変更や機械警備等のセキュリティ対策を指定管理者

の負担で実施してください。（「参考資料」参照） 

センターにかかる指定管理者の原因による損傷については、指定管理者の負担により

原状回復してください。 

センター以外に、事務スペース・会議室・作業スペース、倉庫等の場所を指定管理者が
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確保する場合にかかる賃料、管理費、光熱水費・通信費等は指定管理者の負担とします。 

 

イ 事業費 

「３（２）指定管理者の業務の範囲」の業務の実施に要する報酬、光熱水費、郵送費、交

通費、通信費、設計・工事監理費、工事費等の全ての経費を含みます。（但し、「ア 人件費

及び事務費」、下記に示す《参考価格・提案価格に含まない事業費》を除く） 

これらの事業費については、別添資料で示す過去の実績や、維持修繕費等の資料を参

考に提案してください。 

事業費のうち、空家補修費、浴室改善事業費、住宅用火災警報器更新・増設費につい

ては、それぞれ地区ごとに参考単価及び年間予定数を別表１～３のとおり設定しますので、

参考単価の範囲内で、各単価及び当該単価に年間予定数を乗じた総額について、提案し

てください。（実績額等の別添資料があるものは参考としてください。） 

なお、各事業における事業量については、大阪市の施策状況により増減する可能性が

あり、各年度における実施数がこの年間予定数と一致しない場合、提案された各単価を用

いて、年間予定数との増減部分について精算を行います。 

 

《参考価格・提案価格に含まない事業費》 

以下の業務項目にかかる事業費（業務仕様書における項目番号を記載しています。） 

・３(5)② 災害救助法の適用又は激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律に基づく激甚災害の指定を受けた自然災害（台風・地震等）による被害

その他これらに相当する甚大な被害の本復旧工事費。（点検・応急対応までの

経費及び上記以外の自然災害（台風・地震等）による被害の本復旧工事費は

参考価格に含む。） 

・５(1)⑤ 大阪市指示による補修等業務 

・５(1)⑧ ケア付住宅における緊急通報設備補修業務 

・５(5)  計画改修業務における設計・工事監理業務のうち、第三者に委託する業務 

・７(5)  自然災害等による避難者受入れ業務 

 ※ 各業務項目にかかる人件費及び事務費は参考価格・提案価格に含みます。 

 

ウ 消費税及び地方消費税  

参考価格・提案価格に含みます。 
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【参考価格】     

（令和８年度に係る経費）    

    （単位：千円） 

  人件費 事務費 事業費 合計 

A地区 952,556 130,870 5,537,045 6,620,471 

B地区 433,902 61,100 3,736,016 4,231,018 

C地区 282,310 41,445 2,168,853 2,492,608 

・令和９年度～12年度に係る参考価格は令和８年度の参考価格と同額です。 

・事業費には空家補修費、浴室改善事業費、住宅用火災警報器更新・増設費を含みます。 

・当該参考価格は、指定期間中の賃金水準の変動や物価変動についても見込んでいます。 

 

【空家補修費 令和８年度参考価格】  

■一般補修   （単位：千円） 

  空家補修費 

A地区 1,953,321 

B地区 1,371,443 

C地区 831,159 

    

■建替事業にかかる補修   （単位：千円） 

  空家補修費 

A地区 24,448 

B地区 12,123 

C地区 18,510 
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【空家補修費に係る参考単価表】＜別表１＞ 

地区ごとにパターン別の戸当たり単価を提案してください。各単価は参考単価が上限です。 

Ａ地区 

■一般補修           ［上段］パターン別の戸当たり単価（円） 

                                 ［下段］単年度の空家補修予定戸数（戸） 

 居住年数 

５年未満 ５年以上 

15年未満 

15年以上 

30年未満 

30年以上 

寝 室

数 

１寝室 611,925 1,010,181 1,382,121 1,467,536 

9 4 2 0 

２寝室 452,376 1,025,389 1,362,640 1,480,306 

327 222 102 39 

３寝室

以上 

561,931 1,388,046 1,670,046 1,732,254 

483 261 186 245 

■建替事業にかかる補修        

 予定戸数（戸） 戸当たり単価（円） 

未入居住戸等の補修 220 70,000 

一般補修と同程度の補修 20 （一般補修に準じる） 

 

Ｂ地区 

■一般補修          ［上段］パターン別の戸当たり単価（円） 

［下段］単年度の空家補修予定戸数（戸） 

 居住年数 

５年未満 ５年以上 

15年未満 

15年以上 

30年未満 

30年以上 

寝 室

数 

１寝室 629,623 1,037,647 1,170,761 1,219,996 

8 7 1 0 

２寝室 442,287 984,216 1,327,087 1,391,628 

190 161 71 20 

３寝室 

以上 

567,929 1,338,721 1,597,974 1,654,663 

330 201 190 141 

■建替事業にかかる補修                   

 予定戸数（戸） 戸当たり単価（円） 

未入居住戸等の補修 110 70,000 

一般補修と同程度の補修 10 （一般補修に準じる） 
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Ｃ地区 

■一般補修                       ［上段］パターン別の戸当たり単価（円） 

［下段］単年度の空家補修予定戸数（戸） 

 居住年数 

５年未満 ５年以上 

15年未満 

15年以上 

30年未満 

30年以上 

寝 室

数 

１寝室 595,274 847,792 1,221,376 1,268,995 

2 1 1 0 

２寝室 450,969 1,109,881 1,492,328 1,557,450 

198 126 75 22 

３寝室 

以上 

609,375 1,480,737 1,800,288 1,862,106 

164 91 90 30 

■建替事業にかかる補修                   

 予定戸数（戸） 戸当たり単価（円） 

未入居住戸等の補修 200 70,000 

一般補修と同程度の補修 10 （一般補修に準じる） 

 

※令和９年度以降のパターン別の提案戸当たり単価は、別表１のパターン別の戸当たり単価

に国土交通省の建設工事費デフレーター（建築補修）を用いて、大阪市が毎年度算定す

るパターン別の戸当たり単価に「別表１のパターン別の戸当たり単価（ア）に対する提案戸

当たり単価（イ）の割合＜イ／ア＞」を乗じた単価を、当該年度の戸当たり単価とします。

（年度中の戸当たり単価は改定しません。） 

※指定期間中の空家補修予定戸数は、入居世帯数や退去世帯数等により変動する場合が

ありますが、戸数変動に伴う提案戸当たり単価は改定しません。 

※「大阪市営住宅ストック総合活用計画」の事業進捗等により、団地数や管理戸数の増減、

空家補修の対象となる住戸の状況（管理開始年度、住戸数など）に変動がある場合があり

ますが、それに伴う提案戸当たり単価は改定しません。 

※建替事業に係る補修のうち、一般補修と同程度の補修にかかる戸当たり単価は提案を求

めません。現時点で住戸のパターン別実施件数が未定であることから、収支計画書（様式

第９号別紙）においては、居住年数５年未満、２寝室のパターン別の戸当たり単価を用い

て算定します。なお、各年度の実施にあたっては、居住年数や寝室数に応じたパターン別

の戸当たり単価で精算を行います。 
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【浴室改善事業費 令和８年度参考価格】＜別表２＞ 

地区ごとに区分別の戸当たり単価を提案してください。各単価は参考単価が上限です。 

A地区    

区分 予定戸数（戸） 戸当たり単価（千円） 事業費（千円） 

浴槽等設置工事 1,150 589 677,350 

入居者設置浴槽等撤去工事 1,070 33 35,310 

 

B地区    

区分 予定戸数（戸） 戸当たり単価（千円） 事業費（千円） 

浴槽等設置工事 630 589 371,070 

入居者設置浴槽等撤去工事 590 33 19,470 

 

C地区    

区分 予定戸数（戸） 戸当たり単価（千円） 事業費（千円） 

浴槽等設置工事 220 589 129,580 

入居者設置浴槽等撤去工事 200 33 6,600 

※浴槽等設置工事にかかる令和９年度以降の提案戸当たり単価は、別表２の戸当たり単価に国

土交通省の建設工事費デフレーター（建築補修）を用いて大阪市が毎年度算定する戸当たり

単価に、「別表２の戸当たり単価（ア）に対する収支計画書（様式第９号別紙）の提案戸当たり

単価（イ）の割合＜イ／ア＞」を乗じた単価を、当該年度の戸当たり単価とします。（年度中の

戸当たり単価は改定しません。物価変動により戸当たり単価に増減が生じる場合があります。） 

※入居者設置浴槽等撤去工事の令和９年度～12年度における参考単価は、令和８年度の参考

価格と同額（５年固定）です。 

※「大阪市営住宅ストック総合活用計画」の事業進捗や入居者募集の状況等により、予定戸数

に変動がある場合がありますが、それに伴う提案戸当たり単価は改定しません。 
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【住宅用火災警報器更新・増設費 令和８年度参考価格】＜別表３＞ 

地区ごとに個当たり単価を提案してください。各単価は参考単価が上限です。 

A地区    

区分 予定個数（個） 個当たり単価（円） 事業費（千円） 

住宅用火災警報器更新・増設 25,377 10,200 258,846 

 

B地区    

区分 予定個数（個） 個当たり単価（円） 事業費（千円） 

住宅用火災警報器更新・増設 14,357 10,200 146,442 

 

C地区    

区分 予定個数（個） 個当たり単価（円） 事業費（千円） 

住宅用火災警報器更新・増設 4,906 10,200 50,042 

※住宅用火災警報器更新・増設の令和９年度～12年度における参考単価は、令和８年度の参

考単価と同額（５年固定）です。 

※「大阪市営住宅ストック総合活用計画」の事業進捗や入居者募集の状況等により、予定個数

に変動がある場合がありますが、それに伴う提案個当たり単価は改定しません。 
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②当該業務に要する備品等 

ア  現在のセンターで使用している事務用品（机、椅子、ロッカー等）については、無償で貸

与しますので引き続き使用することができます。参考として令和６年12月１日時点での事務

用品リスト【別紙２】を添付します。なお、無償貸与する備品等について、正常に使用できる

状態で返還することとします。 

イ  上記ア以外に、センターの事務用品（机、椅子、ロッカー等）、当該業務を行うために新た

に必要となる物品及び費用については、全て指定管理者が負担するものとします。 

 

③住宅管理システム 

センターで使用するシステム及び端末は住宅管理システムを含め大阪市が用意します。機

器等の必要台数、仕様等については大阪市が決定します。 

そのうち、次の経費は大阪市が負担します。 

ア 住宅管理システムに関する機器等の経費 

・ ノートパソコン及びデスクトップパソコン（附属品等含む）、認証システム等 

・ レーザープリンター（消耗品含む） 

・ ネットワーク機器（ルーター、スイッチ及びケーブルを含む） 

・ バーコードリーダー 

・ スキャナ 

・ ソフトウェア 

イ 住宅管理システムに関する通信回線の経費 

・ 通信回線の毎月の使用料（初期工事費含む） 

・ LANケーブル（ハブ含む）の敷設及び撤去に関する経費 

ウ データセンターに関する経費 
 

なお、指定管理者が用意する事務所等において、ネットワークを導入する場合は大阪市と

の協議が必要となり、導入にかかるア・イの経費は指定管理者の負担とします。 

 

④利益配分 

各事業年度の収支において、総収入額から総支出額を差し引いて、利益が生じた場合で、

利益額が総収入額の５％を上回っている場合は、その差額に100分の50を乗じることにより算

定した金額を大阪市に納付していただきます。ただし、各事業年度における自主事業等の収

入額が支出額を下回る場合は、総収入額及び総支出額に自主事業等を含まないものとしま

す。 

 

⑤その他 

ア 業務代行料について 

当該業務に必要な業務代行料については、収支計画書において提示のあった金額

を基本とし、協定締結時に各年度の金額及び総額（事業費のうち精算を伴う事業費及
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び、参考価格・提案価格に含まない事業費を除く）を決定したうえで、大阪市から指定

管理者に支払います。なお、業務代行料の上限は、９ページに示す業務代行料とし、

支払時期や方法、各回の支払い金額等は協定書等で定めます。 

イ 年度区分 

経理は会計年度（４月１日から翌年３月３１日までとします。）ごとに区分してください。

大阪市が支払う業務代行料の支払は四半期ごとの概算払いとし、各会計年度終了後に

精算を行います 

ウ 会計区分 

当該業務に係る会計は、法人等の他の事業の会計とは区分し、金融機関に専用の口

座を開設して経理処理は当該口座を経由して行ってください。 

エ 災害等不測の事態が発生した場合 

大阪市と指定管理者において協議のうえ、業務代行料を増減する場合があります。  

オ 家賃、損害金等 

入居者等から徴収する市営住宅等の家賃・附帯駐車場使用料、敷金・保証金及び損

害金は大阪市の収入であり、指定管理者の収入とはなりません。 

カ 証明書発行手数料 

市営住宅使用承認状況証明書、自動車保管場所使用承諾証明書及び新築年等証

明書の発行にかかる手数料は大阪市の収入であり、指定管理者の収入とはなりません。 

 

４ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月 31日まで（５年間） 

ただし、市長が管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消すこと

があります。この場合、指定管理者の損害に対して大阪市は賠償しません。また、指定を取

り消した場合、違約金を徴収すると共に、取消しに伴う大阪市の損害について、指定管理

者に損害賠償を請求することがあります。 

 

５ 申請資格 

法人、その他法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、かつ

代表者若しくは管理人の定めがある団体（以下「法人等」という。）、または複数の法人等が構成

するグループ（以下「共同事業体」という。）であり、指定申請書提出時点において、次の全ての

要件を満たすこと。個人での申請はできません。 

(1) 申請時において、直近３年以上法人等としての活動、及び賃貸住宅の管理の実績（管理

を受託している場合は、申請時点において貸主との間で契約を締結していること。）が

1,000戸以上あること。 

   共同事業体の場合は、個々の法人等が管理する賃貸住宅の管理の実績戸数の合計が

1,000戸以上であること。 
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※賃貸住宅の管理とは、入居者の募集、入居、退去等の業務（契約や契約解除、敷金清

算、鍵の受渡等）、家賃・共益費の徴収や滞納督促、入居者の苦情処理等、入居者に

関する管理業務を行っている必要があります。建物、施設等の管理だけの場合は、賃

貸住宅の管理に該当しません。 

(2) 大阪市営住宅条例第 56条の５の規定に該当していないこと。 

(3) 地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当していないこと。 

(4) 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく参加停止措置を受けていないこと。 

(5) 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱及び大阪市指定管理者制度暴力団排除要領に

基づく入札等除外措置等を受けていないこと。 

(6) 指定申請団体の役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は大阪市暴

力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号。）第２条第３号に規定する暴力団密接関係

者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当していないこと。 

(7) 金融機関から取引の停止を受けている者、その他経営状況が著しく不健全であると認め

られる者でないこと（会社更生法に基づく更生手続き開始の決定、又は民事再生法に基づ

く再生手続開始の決定を受けたものを除く）。 

（8） 直近の３事業年度において、法人税、本店または主たる営業所の所在地における法人

市町村民税（東京都の場合は都民税）、法人格を有しない団体の場合は、団体代表者の

所得税、個人住民税、消費税及び地方消費税を完納し、滞納がないこと。 

（9） 申請時において、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（ＪＩＰＤＥＣ）が認定するプ

ライバシーマーク制度若しくはＩＳＭＳ適合性評価制度の有効な認定を受けていること、又

は認定を受けるための申請を審査機関若しくは付与機関に行っていること。共同事業体の

場合は、個人情報を取り扱う法人等についてのみ必要とする。 

⑽ 共同事業体については次の要件をすべて満たすこと 

① 共同体は 2以上の法人等で自主結成すること。 

② 共同体の名称を設定し、必ず代表となる法人等（以下「代表法人等」という）を選定し、

代表法人等が諸手続きを行うこと。この場合において、他の法人等は、当該共同体の

構成団体として扱うこと。 

③  共同体の構成団体（代表法人等を含む）間における役割分担及び責任の割合等を

明らかにすること。また、代表法人等については、業務遂行にあたり、大阪市との調整

窓口として責任を持つこと。 

④ 共同体として上記（１）～（９）の要件を満たすこと。 

⑤ 申請書類提出後、代表法人等及び構成団体の変更は原則として認めない。 

⑾ 共同事業体の構成団体（代表法人等を含む）に関する要件 

① 上記⑴～⑼の要件を満たすこと。 

② 本件募集に関して各構成団体は２以上の連合体の構成団体となることができない。ま

た、連合体の構成団体になっている場合は、単独での申請はできない。 
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６ 失格事項  

   指定申請書提出時点から指定を受けるまでの間に、次の各号のいずれかに該当した場合は

失格とし、選定審査の対象から除外又は指定管理予定者としての地位を失います。なお、指定

管理予定者が失格となった場合は、審査順位が次順位の者が指定管理予定者となります。  

(1) ５に定める申請資格を満たさなくなった場合 

(2) 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく参加停止措置を受けた場合 

(3) 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱及び大阪市指定管理者制度暴力団排除要領に

基づく入札等除外措置等を受けた場合 

(4) 申請団体の役員等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する場合 

   (5) 選定審査に関する不当な要求等を申し入れた場合 

(6) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(7) 大阪市が求める補正及び追加資料等が大阪市の指定する期間内に提出されなかった場

合 

(8) 提案の内容が大阪市の求める水準を満たさないと認められる場合 

(9) 提案収支計画内容が、事業計画等と照らして実現可能性が無い又は提案された収入ま

たは支出の見込みについて著しく妥当性を欠く等、指定管理予定者として不適格と認めら

れる場合 

(10) その他不正・不誠実な行為があった場合 

 

７ 指定管理者として果たすべき責任   

（１）よりよいサービスの提供 

指定管理者は、入居者に対する公正公平かつ迅速な応対をはじめとして、よりよい入居者

サービスの提供、安全で安心な居住生活の確保に努めるとともに、効率的な管理業務の実施

等が求められます。そのため、指定管理者はすべての従事者に対し必要な研修を適宜行うと

ともに、入居者等の来庁場所でもあるセンターの環境整備に配慮し、丁寧な入居者応対に努

めてください。 

 

 (２) 個人情報保護の取扱い 

当該業務の履行に際して入手した個人情報及びデータの管理に当たっては、個人情報保

護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び大阪市個人情報の保護に関する法律の施行

等に関する条例（令和 5 年大阪市条例第 5 号）の趣旨を踏まえ、適切な管理を行っていただ

きます。なお、当該業務において特定個人情報を取り扱う場合、行政手続きにおける特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）、大阪市特定

個人情報保護条例（令和５年大阪市条例第６号）及び大阪市個人番号の利用等に関する条

例（平成 27年大阪市条例 87号）を遵守してください。 
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（３）情報セキュリティの確保 

当該業務の履行に際して必要となる情報資産に関する情報セキュリティについては、大阪

市情報セキュリティ管理規程（平成 19 年大阪市達第 19 号）及び大阪市情報セキュリティ対策

基準並びに大阪市営住宅管理システム情報セキュリティ実施手順に基づき、適切な管理を行

っていただきます。大阪市と指定管理者が締結する基本協定には、データの秘密保持に関す

る事項、契約又は協定に違反したときの指定の取消しに関する事項、損害賠償に関する事項

その他総括情報セキュリティ責任者が定める事項を明記するものとします。 

 

 (４) 情報公開への対応等 

指定管理者は、大阪市情報公開条例（平成 13 年条例第 24 号）の趣旨を踏まえ、施設管

理に関する情報の公開について必要な措置を講じるよう努めなければなりません。 

なお、当該業務に関わって作成され、大阪市に提出された文書は、大阪市が保有する公

文書として情報公開請求の対象となります。また、当該業務に関わって作成されたものの、大

阪市が保有していない文書については、大阪市は、指定管理者に当該文書を提出するよう

求めることができ、指定管理者は、これに応じなければなりません。（大阪市と指定管理者の

間で締結する協定に盛り込みます。） 

また、指定管理者は、当該業務に関わって作成した文書等を適正に管理することとし、指

定期間の満了又は指定の取消しと同時に、大阪市の指示に従って保管文書等及びその写し

を大阪市又は新たな指定管理者に引き渡し、又は廃棄することとなります。 

 

(５) 法令等の遵守 

市営住宅等は、国の補助を受けて大阪市が整備したものであり、一般の民間賃貸住宅とは

異なり、法令や条例等によって、さまざまな制限や義務が定められています。市営住宅等の管

理業務を行うにあたり、次の関係法令、条例等の規定を遵守してください。 

ア 公営住宅法、同施行令、同施行規則 

イ 住宅地区改良法、同施行令、同施行規則 

ウ 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、同施行令、同施行規則 

エ 住宅市街地総合整備事業制度要綱 

オ 都市再開発法、同施行令、同施行規則 

カ 大阪市営住宅条例、同施行規則、各種市の例規、要綱、要領、実施基準等 

キ 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

ク 労働基準法、障がい者の雇用の促進等に関する法律、その他労働関係法令 

    ケ 施設維持、設備保守点検に関する法規等  

コ 個人情報の保護に関する法律、大阪市個人情報の保護に関する法律の施行等に関す

る条例、大阪市特定個人情報保護条例ほか個人情報の保護に関する法令 

サ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、同施行

令、同施行規則  
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シ 大阪市個人番号の利用等に関する条例、同施行規則  

ス 民法、借地借家法等 

セ 建築基準法、都市計画法等 

ソ その他関係法令 

 

 (６) 公正採用への対応 

「大阪府公正採用選考人権啓発推進員設置要綱」及び「大阪労働局公正採用選考人権啓

発推進員設置要綱」に基づき、一定規模の事業所においては、「公正採用選考人権啓発推

進員」を設置する必要があります。 

 

(７) 研修の実施 

指定管理者は、当該業務を業務従事者が適切に遂行できるよう、人権研修等必要な研修

を行っていただくことになります。 

また、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、当該業務における業務責

任者及び業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な教育及び研修を

業務責任者及び業務従事者その他関係人に対し実施するよう努めていただきます。 

 

（８）秘密の保持 

指定管理者は、当該業務の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはなりません。また、作成

又は取得した文書、図面及び電磁的記録並びにその写しを大阪市の承諾なしに他人に閲覧、

複写又は譲渡してはなりません。 

なお、上記については、指定期間の満了又は指定の取消し後も同様です。 

 

（９）事故等への対応 

指定管理者は、大阪市と協議の上、事故（個人情報等の漏えい、滅失、き損等を含む。以

下同じ。）、災害等（以下「事故等」という。）に対応するための体制を整備していただくことにな

ります。 

また、事故等が発生した場合に備え、大阪市その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡

大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時発生対応計画

を定め大阪市に提出していただきます。当該業務の実施中に事故が発生した場合、指定管

理者は、当該事故発生の帰責の如何にかかわらず、直ちに事故拡大の防止策を講じるととも

に、速やかに大阪市にその旨を報告し、その指示に従っていただきます。 

上記事故が発生した場合、指定管理者は、当該事故の詳細について遅滞なく書面により

大阪市に報告するとともに、その後の具体的な再発防止策について大阪市の指示に従って

いただきます。 
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（10）災害発生時の対応 

指定管理施設の指定管理者は、大阪市防災・減災条例（平成２６年１２月１日条例第１３９

号）第９条に従い、事業者としての責務を果たすものとします。 

指定管理者は、大阪市が示す「指定管理者災害対応の手引き（以下「災害対応手引き」と

いう」に基づき、災害等発生時の体制を整備するものとします。 

大阪市地域防災計画に位置付けられている公の施設を管理運営する指定管理者は災害

等の発生時における市による施設の使用に関して、市との間で「災害時等における施設利用

の協力に関する協定（以下「災害時協定」という）」を締結し、災害等の発生時には当該協定

に基づき適切に対応しなければなりません。 

指定管理者は、災害等が発生した場合において、指定管理施設における被災者の援助活

動等の実施について大阪市が協力の要請を行ったときは、当該要請に協力するよう努めるも

のとします。 

 

（11）臨機の措置 

当該業務を行うに当たって、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をと

っていただきます。この場合において、指定管理者は、緊急やむを得ない事情があるときを除

き、あらかじめ大阪市の同意を得る必要があります。また、大阪市が、災害防止等を行う上で

特に必要があると認めるときは、指定管理者に対して臨機の措置をとることを請求することがあ

ります。臨機の措置をとった場合、指定管理者は、そのとった措置の内容を大阪市に直ちに

通知しなければなりません。 

指定管理者が臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、当該業務

にかかる経費の範囲において指定管理者が負担することが適当でないと大阪市が認める部

分については、大阪市がこれを負担します。 

 

（12）大阪市行政手続条例の遵守 

指定管理者は、大阪市行政手続条例（平成７年大阪市条例第 10 号）（以下「行政手続条

例」という。）上の行政庁として、同条例の規定を遵守してください。なお、行政手続条例第２

条第５号の不利益処分を行おうとするときは、大阪市と協議していただきます。 

また、使用許可を行う場合は、行政手続条例第５条、第６条、第 12 条の規定に基づき、そ

れぞれの基準を作成していただき、使用申請の提出先とされている機関の事務所において備

付け、その他、適当な方法により公にしていただきます。 

 

（13）公正な職務の執行に関する責務 

指定管理者及び職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（平成 18年大阪市条例

第 16号）第２条第８項に規定する委託先事業者の役職員（＝指定管理者の役職員）は、当該

業務の実施に際しては、同条例第５条の責務を果たしていただきます。 
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（14）暴力団員又は暴力団密接関係者による不当介入 

指定管理者若しくは当該業務の一部を受託した者又は請け負った者が、当該業務の実施

に当たり、暴力団員又は暴力団密接関係者から妨害又は不当要求を受けたときは、速やか

に大阪市に報告するとともに、警察への届出を行っていただくことになります。 

 

（15）障がい者法定雇用率達成への取組み 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対し、法定雇用率を達成する義務 

を課しています。 

申請段階で法定雇用率を達成できていない場合には、障害（がい）者雇入れ計画に基づき、

当該管理施設における雇用を中心に誠実に履行してください。（※様式第 12号参照） 

また、指定期間中に法定雇用率を下回った場合は、大阪市に障害（がい）者雇入れ計画書

を提出し、計画に基づき職員を雇用し、法定雇用率を達成してください。 

 

（16）大阪市が実施する事業等への協力 

大阪市が実施する事業等への支援・協力を積極的に行ってください。また、大阪市が許可

する催しもの等が安全に開催されるよう協力してください。 

 

（17）環境配慮 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」(建築物省エネ法)の規定により、各

種手続きを行うとともに、大阪市が実施する省エネ施策に協力してください。 

また、指定管理者は、業務の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排

出抑制、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理及び環境負荷の軽減に

配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めてください。 

 

８ 年間業務計画書、事業報告書等の提出 

（１）年間業務計画書の提出 

指定管理者は、当該業務に係る年間業務計画書を作成し、毎事業年度開始の１ヵ月前まで

に大阪市に提出してください。 

 

（２）事業報告書の提出 

地方自治法第244条の２第７項、大阪市営住宅条例施行規則の規定により、指定管理者は、

一事業年度が終了するごとに、当該業務について、当該年度の事業内容と収支を報告する書

類を毎事業年度終了後２か月以内に大阪市に提出する必要があります。ただし、精算書（収支

報告）については毎事業年度終了後20日以内に提出してください。事業報告の内容としては、

当該業務に係る次に掲げる事項等を想定していますが、具体的には別途指示します。 

なお、大阪市は提出された事業報告と日常的な点検状況等を総合的に勘案し、年度毎の当

該業務に関する評価を実施いたします。 
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ア 業務の実施状況（自主事業を含みます。） 

イ 各種補修工事実施状況、募集、資格審査、入退去、許認可届出状況、家賃等収納状

況、苦情トラブルの状況等 

ウ 業務に係る収支決算等の経理の状況 

エ その他、大阪市が必要と認める事項 

   

また、上記報告内容以外に、当該業務に付随する許可等（公物法に基づく許可等を含む。）

がある場合、それらに基づく事業の実施状況及び収支等についての報告書を同期限までに

大阪市に提出する必要があります。 

 

（３）月間実績報告書及び四半期報告書の提出等 

定期的（月１回及び四半期に１回）に業務の実施状況等を月間実績報告書及び四半期総括

表で報告していただきます。なお、日報の作成により業務の実施状況等については常時把握し

てください。 

 

（４）総合評価及び公表 

大阪市は、指定管理者から提出された事業報告書に基づき、毎年度、管理状況について総

合評価を行い、大阪市のホームページに事業報告書と評価シートを公表します。 

 

（５）帳簿等の備え付け及び文書管理 

当該業務を行うにあたって必要な帳簿等を個々の項目別等に作成のうえ、センターに備え置

くとともに、大阪市から要求があったときは実地調査及び閲覧等に応じていただきます。 

当該業務を行うにあたり作成し又は取得した文書等は、事務能率の向上に役立つように常に

正確かつ迅速に取り扱い、適正に管理しなければなりません。 

また、個人情報等にも十分留意の上、適正に保存管理してください。 

なお、指定期間が終了したとき、再び指定管理者として業務を行わない場合は次期指定管理

者に上記文書等を引き継ぐ等、大阪市の指示に従ってください。 

 

（６）資料等の提出要求への対応 

地方自治法の規定に基づき報告を求める場合のほか、大阪市が資料等の提出を求めた場合

は、迅速かつ誠実に対応していただきます。 

  



23 

 

９ 点検、報告監督指導等 

大阪市は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、上記「事業報告」のほか当該業

務や経理の状況に関し報告を求め、実地調査及び点検を実施し、必要な指示をすることがあり

ます。 

指定管理者は、上記報告の請求若しくは調査及び法令等に基づく検査等があったときはこれ

に協力し、又は指示があったときはこれに従っていただきます。 

指定管理者は、大阪市が地方自治法に基づく当該公の施設の監査を実施する場合、これに

協力していただきます。 
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１０ 提案を求める内容 

次の項目について具体的な方策、積極的な提案を求めます。「１ 指定管理者選定の目的」

に記載の課題や現状を踏まえ、事業計画書(様式第８号)により提案してください。 

  なお、管理状況が提案された水準に達していないと認められる場合や、管理に関する課題

等が判明した場合において、大阪市の指示に従わなければ、大阪市は業務代行料の支払い

の保留又は減額、業務の停止、指定の取消しを含めた措置を講じる場合があります。 

★ 【特に提案を求める内容】については、申請者の提案を必須とします。その場合、必ず考え

方も併記してください。＜具体例＞以外も含めて提案してださい。 

１ 施設の設置目的の達成及びサービスの向上について   

(1)施設の管理 

① 市営住宅等の管理の基本方針等 

ア 基本方針 

イ 関係法令等の遵守の取組み 

 

② 住民の平等な利用を図るための具体的な手法等 

ア 審査・説明（入居審査、減免審査、収入申告審査等）における平等性の確保 

イ センターにおける施設利用援助の方針（特に高齢者、障がい者に対して） 

 

③ 当該業務に係る職員の体制について 

ア 基本的な考え方 

イ 人材確保、職員配置について 

 【特に提案を求める内容】 

・ 住宅管理の経験者・公営住宅管理に係る知識を有する者（他都市での業務経験者、従前管

理者の職員等）の雇用確保 

・ 補修工事の品質を確保するための職員の技術レベルの確保 

・ 社会資本整備総合交付金等を活用した計画改修業務における設計・工事監理業務にかかる

体制及び配置技術者の技術レベルの確保（【A地区】のみ） 

ウ 連絡体制について（業務実施時間内・時間外、休日の市との連絡体制について） 

エ 円滑な業務開始にあたっての研修、引継ぎについて 

オ 職員の指導育成、研修体制について 
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④ 危機管理・安全管理に関する考え方 

ア 事故防止等安全対策 

イ 危機管理体制及びその考え方 

ウ 災害等緊急時の大阪市や関係機関との連絡体制とその考え方 

エ 住民、周辺地域の安全対応（災害、火事、事故、夜間等緊急時の連絡体制や対応等） 

<具体例> 

・暴風・暴風雪・大津波警報が発令された場合は情報連絡に必要な職員が自動参集、大阪市域で

震度４<気象庁発表>の場合は管理センターの初期活動に必要な職員が自動参集、大阪市域で震

度５弱<気象庁発表>以上の場合は管理センター職員全員が自動参集  等 

 

   ⑤ 市営住宅の募集に関する業務について（【A地区】のみ） 

      【特に提案を求める内容】 

      ※大阪市行政手続きオンライン化推進計画を参考にすること。 

       URL：https://www.city.osaka.lg.jp/ictsenryakushitsu/page/0000320729.html 

    ア セキュリティ対策を考慮した電子申請(例えば、ホームページ上から申請受付フォームをダウンロ

ードし暗号化を図った方法で申請する等)を受け付ける仕組みや、応募される方の利便性向上（操

作性・検索性等）の仕組みについて 

    イ 入居者募集時の相談対応業務等における工夫・取組について 

    ウ 受付後の審査業務における正確性、手続きの迅速化等に向けた方策 

 

(2)事業計画 

① 市営住宅等の管理・維持補修業務について 

ア 基本的な考え方（迅速、的確な対応） 

イ 入居者及び自治会(支援策)、周辺地域への対応 

 【特に提案を求める内容】 

・ 障がい者、高齢者、ひとり親世帯、特に単身高齢者への対応 

・ 苦情（ペット、騒音、ごみ等）に対する対応 

・ 入居者等からの各種申請、届出等に対する正確、迅速な対応 

・ 各種申請、届出等にかかる書類請求や相談、問い合わせ等の受付にかかるオンライン化 

・ 自転車置場を適正な状態で維持するための管理・運営手法や自転車置場及び敷地内の放置

バイク等の対処にかかる自治会への助言等 

・ 入居者以外の者による自転車置場の不正使用対策にかかる自治会への助言等 

ウ 駐車場の管理についての具体的な考え方 

 【特に提案を求める内容】 

・ 入居者等からの各種申請等に対する正確、迅速な対応 

・ 不法駐車、不正使用対策、駐車場に関する苦情への対応方法等 

・ コインパーキング事業者との調整及び連携 

https://www.city.osaka.lg.jp/ictsenryakushitsu/page/0000320729.html
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     エ 家賃・附帯駐車場使用料等の適切な収納及び滞納の解消のための方策 

      【特に提案を求める内容】 

      ・ 収納率向上に向けた滞納整理業務の具体的な手法 

オ 空家補修及び浴室改善について 

 【特に提案を求める内容】 

・ 空家補修及び浴室改善の迅速化による効率的な住宅の活用 

・ 効率的、迅速な空家査定・補修の方策 

・ 補修工事の品質確保 

カ 経常補修・共同施設補修について 

 【特に提案を求める内容】 

・ 緊急補修の平日夜間及び休日の２４時間対応方法 

・ 効率的・効果的な経常補修・共同施設補修の実施方策の提案 

・ 補修工事の品質確保 

キ 市営住宅等の保守点検業務に関する具体的な考え方 

 【特に提案を求める内容】 

・ 外壁や遊具の点検等、安全性の確保に向けた施設点検の具体的な実施方法 

ク 業務の一部における第三者委託の手法について 

ケ 管理を円滑にするための公営住宅に関する制度や接遇等の研修実施について 

 

② サービス向上策 

   【特に提案を求める内容】 

当該業務を遂行する範囲における、市福祉部門との連携、今後の超高齢化社会を踏まえた福祉

や生活に関わる提案、自治会支援・コミュニティ形成についての提案、入居者生活相談   等 

 <具体例> 

・ センター窓口における営業時間の延長、土曜、日曜等の休日の窓口開設等（現在、管理業務

を行っている事業者は、当該事業者からの提案により、土曜日及び毎月最終日曜日について

も午前９時から午後５時30分まで窓口を開設しています。）※住宅管理システムの稼働時間に

留意すること。 

・ 高齢者宅訪問見守りサービス 

・ 減免申請等相談窓口の開設、出張相談 

・ 募集住戸の間取り図・写真等の提供 

 

③ 利用者満足度の把握 

    【特に提案を求める内容】 

・ センター利用時や手続、施設管理等にかかる入居者・来庁者等の満足度・要望等の把握

方法と管理運営への反映 等 
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④ 自主事業案 

     入居者の生活利便の向上に資するもので、指定管理者が当該業務外で任意に実施する事業 

※ 市営住宅等の本来目的を阻害しない範囲で提案すること。 

※ 事業実施にあたっては事前に大阪市の承認を得ること。 

※ 自主事業にかかる経費は指定管理者の負担とすること。 

※ 自主事業についても事業実施及び収支に関する報告を行うこと。 

<具体例> 

高齢者、障がい者等への生活支援 

・ 移動スーパー 

・ 買い物代行サービス 

・ 室内片付けサービス 

・ 室内蛍光灯、等の交換 

 

自治会の負担軽減策 

・ 防犯灯、階段灯、廊下灯等の破損電球等の取替え 

・ 団地内共用部分の排水施設等の清掃並びに樹木の手入れ等の団地環境の美化運動 

・ 共益費の徴収代行、光熱水費の支払い代行 

・ 集会所の活用支援 

 

       入居者の生活利便性向上及び管理敷地の管理負担軽減策 

・ 共用敷地等に清涼飲料水等自動販売機設置 

・ 利用者が極めて少ないプレイロット等の低利用地や自治会管理が困難な敷地での時間

貸し駐車場の設置やシェアサイクル事業等の実施  

※実施にあたっては事前に自治会等との調整が必要です。 

※実施場所は住宅管理上支障のない場所であることが前提となりますが、現時点で実施

可能な場所を特定できないため具体的な場所の提示はできません。また、実施場所を

特定して提案された場合も、実際に提案場所での実施が可能かどうかの判断は、指定

管理予定者選定の時点ではいたしません。実施場所を含めた実施方法の詳細につい

ては、協定締結後、指定管理期間中に大阪市の承認を得ていただくこととなります。 

※自動販売機設置料等の事業収入は指定管理者の収入とし、大阪市への敷地等使用料

の支払いは不要です。 

 

(3)施設の有効利用 

① 地域との連携 

【特に提案を求める内容】 

・ 自治会、振興町会、地域活動協議会との連携の方策 

② 市民・ＮＰＯとの協働 
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③ 空住戸、駐車場空区画の有効活用策 

※施設を自主事業に活用することはできません。 

 

２ 管理に係る経費の縮減に関する方策について 

① 提案価格について(５年間) 

 【特に提案を求める内容】 

・ 収支計画の内容 

・ 収支見込みの妥当性 

・ 経費の縮減方法（空家補修費の縮減策など） 

 

② ①の金額の根拠となる考え方 

 

③ 本部経費（管理対象施設以外の本社等における人件費等）の計上の有無及び計上する場合はそ

の額と算定の考え方 

 

３ 申請団体について 

① 経営方針 

② 経営状況 

 【特に提案を求める内容】 

・経営基盤安定化の取組み 

③ 同種施設の管理実績 

④ 専門性の有無 

⑤ 職員研修の実施状況 

 

４ 社会的責任・大阪市の施策との整合について 

① 環境への配慮 

    【特に提案を求める内容】 

・ ＩＳＯの取得状況、再生品の使用状況、低公害車等の導入状況 等 

 

② 就職困難者等の雇用への取組み 

    【特に提案を求める内容】 

・大阪市地域就労支援センター、大阪市障がい者就業・生活支援センター、大阪市ひとり親家庭等

就業・自立支援センター、大阪市内のホームレス自立支援センター等、各種就労支援事業の活

用実績及び活用予定、知的障がい者の清掃訓練の場の提供、おおさか人材雇用開発人権セン

ター（Ｃ－ＳＴＥＰ）事業への協力状況 等 

③ 個人情報保護に関する取組み 

    【特に提案を求める内容】 
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・ 社内規定（取扱方針、マニュアル等も含む）の整備、職員の研修方法及び内容、個人情報が記

載された書類の取り扱い、住宅管理システムの管理方法、外部流出時の対応等について 

・ 第三者委託がある場合、第三者委託先に対する個人情報保護の徹底を求めるための取組及び

その他個人情報の保護について 

 

11 申請上の注意事項 

・ 申請者は申請書類の提出をもって、本要項の記載事項を承諾したものとみなします。 

・ 原則として、提出した資料の修正は認めません。ただし、大阪市が補正等を求めた場合に

ついてはこの限りではありません。 

・ 申請に要する経費については、申請者の負担とします。 

・ 申請書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、選定結果の公表等、大阪市が必要と

認める場合は、申請書類の内容を無償で使用できるものとします。 

・ 申請書類は、大阪市情報公開条例に定めるところにより、公開される場合があります。 

・ 指定管理者決定後の協定書は、申請書類の法人等名称により、印鑑証明書を添付の上、

締結します。 

・ 指定管理者となった団体の事業計画書については、市民情報プラザに備え付け、一般の

閲覧に供します。 

・ 大阪市に提出された申請書類は理由の如何に関わらず、原則として返却しません。 

 

12 提出書類 

申請にあたっては、次の書類を提出してください。 

（②～④は共同事業体での申請の場合のみ） 

（⑤～⑧、⑫について、共同事業体の場合は法人等ごとに提出） 

(⑬について、共同事業体の場合は、個人情報を取り扱う法人等についてのみ提出） 

① 大阪市営住宅指定管理者指定申請書（様式第１号） 

② 委任状（様式第２号） 

③ 共同事業体協定書（様式任意） 

④ 共同事業体の各構成員の主な業務分担表（様式任意） 

⑤ 大阪市営住宅指定管理者指定申請に係る誓約書（様式第３号） 

⑥ 法人等の概要を示す書類 

ア 法人等の概要（様式第４号） 

イ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

ウ 法人にあっては登記事項証明書（最新の状態を反映した指定申請書提出日より３

か月以内に発行されたもの） 

エ 出資者名簿（様式第５号） 

オ 役員又は代表者若しくは管理人その他のこれらに準ずるものの名簿（様式第６号）

及び履歴書 
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カ 法人等の事業の概要を記載した書類 

キ 賃貸住宅管理実績（様式第７号） 

ク 組織及び運営に関する事項を記載した書類(本社及び事業所所在地、設立年月

日、従業員数、経営理念・方針、組織図、主たる事業の実績、売り上げ高等を記載

した書類) 

ケ 直近３事業年度の事業報告書、貸借対照表、損益計算書又はこれに類するもの。

（グループ企業で連結決算を行っている場合には、連結決算書についても提出し

てください。） 

コ 法人等の令和7年度事業計画書及び収支予算書 

⑦ 納税証明書（申請日において発行から３か月以内のもの） 

ア 直近３年度分の本店又は主たる営業所の所在地における法人市町村民税（東京

都の場合は法人都民税、法人格を有しない団体の場合は、団体代表者の個人住

民税）の納税証明書 

イ 法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３）又は（その３の３） 

⑧ 印鑑証明書（最新の状態を反映した指定申請書提出日より３か月以内に発行された

もの） 

⑨ 事業計画書(様式第８号)及び事業計画書（要約）（様式第８号要約） 

   「10.提案を求める内容」について記載してください。 

※ 事業計画書（様式第８号）は、中央下に頁を付してください。 

※ 事業計画書要約（様式第８号要約）は、事業計画書のうち下記の点をまとめてく

ださい。 

ア 施設の設置目的の達成及びサービスの向上について 

イ 管理に係る経費の縮減に関する方策について 

ウ 申請団体について 

エ 社会的責任・大阪市の施策との整合について 

※ 複数地区へ申請する場合でも、事業計画書及び事業計画書要約の作成は1部と

し、地区ごとに提案内容が異なる項目はその旨が分かるよう記載してください。 

⑩ 収支計画書及び収支計画書（別紙）（様式第９号及び様式第９号別紙） 

  参考価格及び各参考単価をそれぞれ超えない範囲で、当該業務に必要な業務代

行料のうち参考価格に含む経費について提案（提案価格）してください。提案価格に

含む業務代行料の内訳については、提出書類「収支計画書（様式第９号及び様式

第９号別紙）」に記載して提案するものとし、様式に従い項目ごとの詳細を示して下さ

い。 

 

※  提案価格が参考価格以上である場合、又は、提案単価が各々相当する参考単

価以上である場合は失格とします。 
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※ 複数の地区に申請する場合は、地区ごとに作成してください。 

⑪ 管理体制計画書(様式第10号) 

入居部門、入居者管理部門、施設保全部門、企画経営部門等適切な部門を設定

し、各部門の人員配置について示してください。 

※ 複数の地区に申請する場合は、地区ごとに作成してください。 

⑫ 障がい者雇用状況報告書（厚生労働大臣の定める様式） 

※ 公共職業安定所に提出義務がない場合は障がい者雇用状況報告書（様式第11

号）、障がい者法定雇用率未達成企業にあっては、障がい者雇い入れ計画書（様式

第12号） 

⑬ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会（ＪＩＰＤＥＣ）が認定するプライバシーマ

ーク制度若しくはＩＳＭＳ適合性評価制度の有効な認定を受けていること、または認定

を受けるための申請を審査機関若しくは付与機関に行っていることを証する書類 

※提出書類中、⑨事業計画書及び事業計画書（要約）、⑩収支計画書及び収支計画書（別紙）、

⑪管理体制計画書には、選定方針や「１ 指定管理者選定の目的」等を踏まえたうえで、「基

本的な考え方」とその具体的な実現方法を示してください。 

※⑨事業計画書及び事業計画書（要約）、⑩収支計画書及び収支計画書（別紙）、⑪管理体制

計画書については、申請団体名（共同事業体の場合は代表及び構成団体の法人等名を含

む：以下同）の記載は禁止します。また、申請団体名が推測できるような文章中の表現（代表

者氏名、管理運営実績施設の名称、実施イベント名称、資本関係等）を禁止します。 

※ 申請団体名が記載若しくは推測できる場合は、当該項目についての採点は行わない場合

があります。 

※ 上記の書類のほか、必要に応じて追加資料の提出を求める場合があります。 

※ 提出書類の押印欄は全て実印を押印してください。 

 

13 危険負担  

指定期間内における主なリスクについては、【別紙３】のとおりとします。 
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14  センター、備品等の取扱い 

指定管理者はセンターを無償で利用できるものとします。なお、センターのレイアウト等を変更

しようとするときは、あらかじめ大阪市の承認が必要となります。 

また、当該業務の実施にあたり必要となる備品等の補修更新については、指定管理者が実施

し、その費用を負担していただきます。この備品等は、指定期間満了又は指定の取消し後、す

べて大阪市が所有するものとなりますが、大阪市と指定管理者が協議の上、指定管理者の所有

とする場合もあります。 

なお、センターに存在する備品等の適正な維持管理のため、指定管理者は備品一覧等を適

宜更新し、一覧表に基づく定期的な現物確認を実施し、結果の報告をしていただきます。また、

大阪市は必要に応じて適切な対応を求めることがあります。 

指定管理者は、事故等により、大阪市の財産を滅失又は損失させたときは、直ちに大阪市に

報告するとともに、その指示に従っていただきます。 

 

15 保険加入 

指定管理者は、当該業務を実施するに当たっての事故等に対応するため、リスクに応じた必

要な保険に入っていただき、それを証明する書類を大阪市に提出していただきます。 

 

16 申請手続 

（１）募集要項等の配布 

① 配布場所 

大阪市 都市整備局 住宅部 管理課 

大阪市北区中之島１－３－20 大阪市役所１階（北西側）  電話 06‐6208-9272 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前 9時から午前 12時まで及び午後 1時から午後 5時まで）  

※ 募集要項等のうち次の書類は、大阪市営住宅指定管理者募集ページからダウンロ

ードできます。 

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000649980.html 

・ 募集要項、仕様書及び業務仕様書 

・ 様式（第１号から第 15号） 

※ 上記の他、業務説明書、業務実績等のデータは、ＤＶＤ-Rにて配布します。（紙での

配布は行いません。） 

② DVD-Rの配布期間  

令和７年４月３日（木)～令和７年５月 30日（金）（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く） 

午前９時～午前 12時及び午後１時～午後５時 
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（２）説明会、空家見学会及びセンター見学会 

① 大阪市営住宅指定管理者指定申請に関する説明会 

公募にあたっての申請手続き等の説明会を次のとおり開催します。当日は、募集要項、

業務仕様書等ホームページに掲載の資料及びＤＶＤ－Ｒにより配布した資料についての説

明を行いますので、参加される方はご持参ください。 

ア 開催日時 

令和７年４月 16 日（水）、17 日（木） １時間程度（詳細の時間は、参加申込者に別途お

伝えします。） 

イ 開催場所 

大阪市北区中之島１－３－20   大阪市役所 会議室 

（詳細の場所は、参加申込者に別途お伝えします。） 

 

② 空家見学会 

 補修前後の空家の状態を見ていただくため、次のとおり空家見学会を開催します。 

ア 開催日時、場所 

令和７年４月 21 日（月）、22（火）（詳細の時間及び場所は、参加申込者に別途お伝えしま

す。） 

③ センター見学会 

    センターの見学会を開催します。 

ア 開催日 

令和７年４月 21 日（月）、22 日（火）（詳細の時間及び場所は、参加申込者に別途お伝え

します。） 

④ ①～③の参加申込方法 

いずれも参加申込書（様式第 13号）を電子メールで提出してください。 

なお、参加にあたっては、会場の都合により、1参加申込者２名以内でお願いします。 

i) 申込期間  令和７年４月４日（金）～令和７年４月９日（水） 

ii) 提出先   【電子メール】ka0003@city.osaka.lg.jp 

 

（３）質疑 

質問がある場合は、必ず質問票（様式第 14号）により電子メールで提出してください。 

なお、質問は質問期間を経過した後は受け付けしません。 

i) 質問期間  令和７年４月 17 日（木）午前９時～令和７年４月 25 日（金）午後５時

（厳守） 

ii) 提出先   【電子メール】 ka0003@city.osaka.lg.jp 

ⅲ） 回答方法  質問に対する回答は、質問者に対して個別には行わず、大阪市営住

宅指定管理者募集ページ上において令和７年５月 23日（金）以降に、

質問の要旨と合わせて掲載します。（質問者名は掲載しません。）. 
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https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000649980.html 

 

 

（４）申請書類の受付 

申請書類は、提出場所に持参、または郵送にて提出してください。持参する場合は事前に

ご連絡ください。郵送する場合は簡易書留にて、6月 13日（金）必着で提出してください。 

 

ア 提出期間   令和７年６月２日（月)～６月 13 日(金)（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除

く。） 

          午前９時～午前１２時及び午後１時～午後５時 

なお、提出期限を経過した後は、受け付けません。また、提出期限後に申請書

類の変更及び追加は、認めません。（大阪市から追加資料を要求した場合を

除く。） 

イ 提出場所 大阪市 都市整備局 総務部 総務課 契約グループ 

大阪市北区中之島１-３-20 大阪市役所６階（北東側）電話 06-6208-9671） 

    （募集要項等の配布場所とは異なりますのでご注意ください。） 

 

（５）複数の地区に申請を行う場合の留意事項 

ア 同一法人等又は同一の共同事業体が、複数の地区において申請を行うことは可能です。 

イ 地区ごとに、複数の法人等が共同事業体の構成員を替えて申請を行うことは可能です。 

ウ 単独で申請した法人等は、同一の地区において共同事業体による申請の構成員となること

はできません。 

エ 同一の地区において、同時に複数の共同事業体の構成員になることはできません。 

 

（６）共同事業体での申請の場合の留意事項 

共同事業体の責任を統括する代表者を定め、12 提出書類に記載のとおり、共同事業体構成

員による共同事業体代表者への②「委任状」、③「共同事業体協定書」、④「共同事業体の各構

成員の主な業務分担表」を提出してください。なお、⑤「指定管理者指定申請にかかる誓約書」

から⑧「指定申請に関する意思の決定を証する書類」まで、及び⑫「障がい者雇用状況報告書」

は、共同事業体を構成するすべての法人等について提出してください。 

申請書類提出後は、代表する法人等及び共同事業体を構成する法人等の変更は認めません。 
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（７）提出方法・部数 

書類はＡ４版で作成し、複数地区へ申請する場合は、申請する地区ごとに次のとおり必要部

数を提出してください。下記①にかかる提出書類はファイルに綴じ、見出し（インデックス）等を

付けてわかりやすく整理し、提出してください。 

※ファイリングする際は次のとおり別綴じしてください。 

①様式第１号～様式第12号 

・正本１部及び副本１部（副本は正本の複写可） 

②様式第８号～様式第10号 

・１部（見出し（インデックス）等は付けないでください） 

・電子データをCD-Rにて、１部提出してください。 

※電子データは、Microsoft365 で対応できるデータ形式、またはpdfデータ形式であること。

また、納品前に最新のウィルス定義ファイルを適用したウィルスチェックソフトを使用し、ウ

ィルスチェックを行い、CD-Rの表には、法人名または共同事業体名を記載すること。 

 

（８）その他注意事項等 

  ① 必要に応じ、追加書類の提出を求めることがあります。 

② 大阪市が提示する書類等や申請者が提出する書類等の著作権は、それぞれの者に帰属し

ます。ただし、大阪市がこの募集において公表する場合その他大阪市が認めるときは、大阪

市は、無償で提出書類等の全部又は一部を使用できるものとします。 

③ 申請にあたって、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づいて

保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理方法等を使用した結果生

じた責任は申請者が負うこととします。 

 

17 指定管理予定者の選定 

選定にあたっては、外部の学識経験者等により構成された「市営住宅指定管理予定者選定

会議」（以下「選定会議」という。）において、提出された書類等を下記の《選定にあたっての着眼

点》に留意し《審査基準》に基づいて審査します。 

大阪市は、選定会議から意見を聴取し、大阪市営住宅条例第 56 条の６に基づき最も適当で

あると認められる内容の指定申請をした法人等を指定管理予定者として選定します。 

なお、選定会議は非公開としたうえで、会議開催後に大阪市のホームページに議事要旨等を

掲載します。 
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（１）審査方法 

① 評価の点数の高い順に申請者の順位付けを行います。 

ただし、次の要件に該当した場合は、選定審査の対象から除外します。 

ア 提出書類に著しい不備があった場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 関係法令に違反若しくは本要項から著しく逸脱した提案である場合 

エ 書類提出後に事業計画の内容を大幅に変更したことが明らかになった場合 

オ 以下の不正行為があった場合 

・ 他の申請者と申請した提案の内容又はその意思について相談を行うこと 

・ 指定管理予定者の選定の前に、他の申請者に対して提案の内容を意図的に開示する

こと 

・ 指定管理予定者の選定を行う選定委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求

めること 

・ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと 

② 《審査基準》の１～４について、いずれかが無得点（０点）の場合は、他の項目の得点の高低

にかかわらず総合力に劣るものとして失格となり、選定されないこととします。 

③ 申請者が 1法人等であっても選定会議で審査し、指定管理者としての適否を判断します。 

 

《選定にあたっての着眼点》 

ア 市営住宅等の住民の平等な利用が確保されること 

イ 市営住宅等の設置の目的に照らし、市営住宅等の効用を最大限に発揮するとともに、市民

サービスの向上や市営住宅等の市費の縮減が図られるものであること 

ウ 市営住宅等の管理・事業運営を安定的に行うことができる経理的基礎及び技術的能力を有

していること 

エ その他の適正な管理を行うことに支障がないこと 
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《審査基準》 

評価項目 

評価項目 

点数 

１ 

施設の設置

目的の達成

及びサービス

の向上 

【Ａ地区６０点 

B・Ｃ地区 

５０点】 

（１）施設の管理 

設置目的に沿った管理方針・手法、 平等利用の確保、 

 当該施設に配置される職員の体制、 危機管理・安全管理   等 

Ａ地区２５点 

B・C地区１５

点 

（２）事業計画 

 業務方針、サービス向上策、利用者満足度把握、自主事業案  等 
３０点 

（３）施設の有効利用 

 地域との連携、 市民・ＮＰＯとの協働、 

 空き住戸等の有効活用  等 

５点 

２ 

経費の縮減 

(提案価格) 

【３０点】 

 

価格点評点(提案価格)   

       満点 ×
全ての申請者の提案価格のうち最低の価格

提案価格（∗）
=得点 

*提案価格が参考価格以上である場合は失格とします。 
２０点 

収支計画、支出見込み・収入見込みの妥当性   等     
1０点 

３ 

申請団体 

【５点】 

経営方針、 経営状況、 同種施設の管理実績、 

専門性の有無、 職員研修の実施   等 ５点 

４ 

社会的責任・

大阪市の施

策との整合 

【５点】 

環境への配慮 

就職困難者等の雇用への取組み        

個人情報保護に関する取組み   等 

５点 

 
 

Ａ地区１００点 

B・C地区９０点 

 ※ Ａ地区は１００点満点、Ｂ・Ｃ地区は９０点（Ａ地区のみ評価する項目の点数を除く）を満点とします。 

※ 価格点評点は、令和８年４月１日～令和１3年３月３１日の提案価格の合計金額により算出します。 

※ 上記に示す評価項目について、書類審査又はヒアリング等の結果、事業計画に照らして収支計画に

実現可能性がない、収入または支出の見込みについて妥当でない等と大阪市が認める提案につい

ては、失格とする場合があります。 

※ 提案価格が参考価格以上である場合、又は、提案単価が各々相当する参考単価以上である場合は

失格とします。 
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（２）提案があった事業計画等の審査にかかる申請者ヒアリング 

選定会議において、提案があった事業計画等について申請者に内容説明を求めますので、

所定の日時に申請者を代表する担当者（２名まで）の出席をお願いします。 

なお、日時・場所については７月上旬に、申請者に通知します。 

※ 事業計画等の審査は匿名で行うため、説明にあたっては、申請者名（法人等名、共同事

業体名及び構成する各法人等名：以下同）を述べたり、推測できるような説明をしないで

ください。また、申請者名が分かるような企業の社章の着用等もしないでください。 

※ 申請者名が判明した場合は、影響する項目についての採点が困難となる場合がありま

すので注意してください。 

 

（３）指定管理予定者の選定  

① 選定の順序 

・ 選定は、【Ａ地区】→【Ｂ地区】→【Ｃ地区】の順に行います。 

 

② 選定の考え方 

・ 各地区の指定管理予定者は、順位付けが 1位の申請者を選定します。 

・ 同一地区内で複数の申請者の点数が同点の場合は、評価項目のうち「施設の設置目的

の達成及びサービスの向上」の点数が高い申請者を上位の順位とします。当該項目も同

点の場合は、「経費の縮減」の点数が高い申請者を上位の順位とします。ただし、当該

項目も同点の場合は、抽選により順位付けを行います。 

 

③ 受諾又は辞退の手続き 

・ 選定は上記①のとおり【Ａ地区】→【Ｂ地区】→【Ｃ地区】の順に行いますが、指定管理予

定者は、各々1番初めに選定された地区については辞退することができません。 

・ 選定された地区を辞退する場合（辞退ができる地区に限る）は、大阪市から指定管理予

定者に選定する旨の電話等での連絡を受けた日の５日後（土曜日、日曜日又は祝日の

場合はそれらを除く次の日。）の午後３時までに辞退届（様式第１５号）を大阪市都市整

備局住宅部管理課まで持参してください。（なお、遠方等の理由により持参できない場合

はご相談ください。）この期限を過ぎた場合、選定結果を受諾したものとみなします。 

 

④ 指定管理予定者が失格及び辞退となった場合 

・ 指定管理予定者が失格及び辞退となった場合は、審査順位が次順位の者を指定管理

予定者とします。なお、この場合でも、「① 選定の順序」及び「② 選定の考え方」による

ものとします。 
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（４）選定結果 

選定結果については、すべての申請者の名称を含め、申請者全員に書面で通知するととも

に、大阪市ホームページ等により公表します。指定管理予定者は、市会での議決を経た後に

市長が指定管理者として指定し、大阪市がその旨を公告します。 

 

18 協定の締結 

（１）仮協定の締結 

大阪市と指定管理予定者は、提案内容の実現に向けた協議を行ったうえで、仮協定を締結し

ます。仮協定は市会の指定の議決を条件として、基本協定となります。 

 

（２）基本協定の締結 

市会による指定の議決をもって指定管理者を指定し、大阪市は、指定管理者と市営住宅等の

指定管理について基本協定（協定期間５年）を締結します。 

また、空家補修費、浴室改善事業費、住宅用火災警報器更新・増設費、その他参考価格・提

案価格に含まれない経費等については、年度協定を締結し、年度ごとに精算の対象とします。 

なお、大阪市会において、指定の議決がされない、または否決された場合は、指定を受けるこ

とができませんが、その場合、大阪市は一切の費用補償をしません。 

 

（３）基本協定が締結できない場合の措置等 

指定管理予定者が、基本協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、指定管理予

定者としての選定を取り消し、基本協定を締結しません。 

① 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

② 財務状況の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき 

 

19 指定期間前の準備 

市営住宅等は、入居者の日常生活の場であるため、市営住宅等の管理に停滞は許されませ

ん。そのため指定管理者は、指定期間の始期から円滑に業務が実施できるよう、速やかに業務

を引き継ぎ、業務の執行に必要な体制の整備、研修の実施等、万全の準備を進めることが求め

られます。 

管理開始前の引継期間に係る研修・引継ぎ等に要する職員の派遣、研修及び費用等は、す

べて指定管理者の負担とします。また、管理開始前に研修・引継等で取得した情報についても

漏洩しないようご留意ください。 
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20 その他 

 （１） この募集要項に記載している内容について、資料の追加や修正がなされた場合、追加及

び修正資料を優先するので注意してください。 

資料の追加や修正が生じた場合は、大阪市営住宅指定管理者募集ページに掲載しま

す。 

ＵＲＬ：https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000649980.html 
  

 （２） 協定に定めのない事項については原則として大阪市の指示に従うとともに、協定内容に疑

義が生じた場合は大阪市と指定管理者双方が誠意を持って協議するものとします。また、事

業計画書で実施することが記載されていない業務や条件についても、本募集要項、仕様書、

業務仕様書、及び業務説明書で求めているものは、実施しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

大阪市 都市整備局 住宅部 管理課 

〒530-8201 大阪市北区中之島１－３－２０ 大阪市役所１階 

電話 ０６-６２０８-９２７２ 

電子メールアドレス：ka0003@city.osaka.lg.jp 

大阪市営住宅指定管理者募集ページ： 

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000649980.html 

 


